
○ 令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業に係る効果検証

達成状況
（未達成の場合は、そ

の理由）

1

令和五年度⾧野県佐久市電

力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金事業【物価高

騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を

維持する。
638,661,898       624,241,898       R5.12.12 R6.3.31

 支給対象者に対し、速やかにかつ確実に支給を行うことができた。

（実績）

●対象世帯

・住民税非課税世帯 9,724世帯

●支給実績

・住民税非課税世帯 9,021世帯

・初回支払日 R5.12.26

対象世帯に対して令和

5年12月までに支給を

開始する

達成
福祉課

62-3147

2

物価高騰対応重点支援給付金

（住民税所得割非課税世帯

分）【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

物価高が続く中で低所得者世帯（住民税所得割非課税世帯）への支援を行う

ことで、低所得者の方々の生活を維持する。
379,325,799       252,172,273       R6.2.16 R7.3.31

 支給対象者に対し、速やかにかつ確実に支給を行うことができた。

（実績）

● 対象世帯

・住民税所得割非課税世帯 2,455世帯

● 支給実績

・住民税所得割非課税世帯 2,159世帯

・初回支払日 R6.3.27

対象世帯に対して令和

6年3月までに支給を開

始する

達成
福祉課

62-3147

3

物価高騰対応重点支援給付金

（こども加算分）【物価高騰

対策給付金】

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

物価高が続く中で低所得者世帯の18歳以下のこどもへの支援を行うことで、

低所得者の方々の生活を維持する。
81,947,727         81,947,727         R6.2.16 R7.3.31

 支給対象者に対し、速やかにかつ確実に支給を行うことができた。

（実績）

● 対象世帯

・983世帯

● 支給実績

・937世帯

・初回支払日 R6.3.29

対象世帯に対して令和

6年3月までに支給を開

始する

達成
福祉課

62-3147

10
私立大学価格高騰対策支援事

業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における社会機能の一

翼を担っている私立大学に対し、電気代・ガス代の価格高騰分を支援する。

2,300,000           2,300,000           R5.12.21 R6.2.9

 交付金の支援により、地域における高等教育の一翼を担っている教育機関

へ光熱費の価格高騰分を支援することで、安定的な学校運営が図られた。

（実績）

●学校法人佐久学園佐久大学・佐久大学信州短期大学部

利用者への価格転嫁：

０円
達成

企画課

62-3067

11
障害福祉施設等価格高騰対策

支援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における社会機能の一

翼を担っている障がい福祉施設等に対し、電気代・ガス代・燃料代の価格高

騰分を支援する。

14,797,000         13,299,000         R5.12.21 R6.3.29

 原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響

を受けた障がい福祉施設等に支援金を交付することにより、安定的なサービ

スの提供に係る影響の軽減を図ることができた。

（実績）

●事業総額 14,797,000円

●入所施設：13事業所 定員328人 6,156,000円

●通所系事業所：58事業所 定員681人 8,061,000円

●訪問系事業所：29事業所 580,000円

市内障がい者福祉施設

等の倒産件数：０件
達成

福祉課

62-3147

12
高齢者福祉施設等価格高騰対

策支援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における社会機能の一

翼を担っている高齢者福祉施設等に対し、電気代・ガス代・燃料代の価格高

騰分を支援する。

48,485,000         43,650,000         R5.12.21 R6.3.8

 光熱費の価格高騰分に対して支援金を支給することにより、価格高騰の影

響を受ける高齢者福祉施設等の事業継続を支援することができた。

（実績）

●事業総額 48,485,000円

●入所施設：50事業所 28,647,000円

●通所系事業所：95事業所 16,878,000円

●訪問系事業所：109事業所 2,960,000円

市内介護サービス事業

所・施設等の倒産件

数：０件

達成
高齢者福祉課

62-3154

13
私立保育所・幼稚園価格高騰

対策支援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における社会機能の一

翼を担っている私立保育所等に対し、電気代・ガス代・燃料代の価格高騰分

を支援する。

2,673,600           2,250,000           R5.12.21 R6.3.29

 電気代・ガス代・燃料代の価格高騰分を支援することで、地域における幼

児教育・保育の一翼を担っている私立保育所等の運営を維持することがで

き、地域における社会機能の継続を図ることができた。

（実績）

●私立保育所９園、私立認定こども園１園、私立小規模保育事業所２園

1,860,800円

●私立幼稚園５園 812,800円

利用者への価格転嫁：

０円
達成

子育て支援課

62-3149

14
市内公共交通原油価格等高騰

対策支援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰等、厳しい経営状況に直面し、また、利用者の減少が続

く公共交通事業者に対し、地域公共交通維持確保のため、原油価格・物価高

騰分について経営支援のための支援金を給付する。

9,405,000           9,405,000           R5.12.21 R6.2.29

 支援金の給付により、市内公共交通事業者の経営支援に寄与することができ

た。

（実績）

●事業者数 9社

●給付総額 9,405,000円

市内公共交通事業者の

倒産件数：０件
おおむね達成

原油価格・物価高騰の

影響のみならず、利用

者の減少等、様々な要

因により、市内で１件

の倒産があった。

生活環境課

62-3094

15
医療機関等価格高騰対策支

援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を

守る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の

影響を受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における

社会機能の一翼を担っている医療機関等に対し、電気代・ガス代・燃

料代の価格高騰分を支援する。

48,290,000       46,400,000       R5.12.21 R6.3.29

 医療機関及び薬局等へ交付することにより、物価高騰に伴う光熱費

の負担軽減することができた。

（実績）

● 164事業所

利用者への価格転

嫁：０円
達成

健康づくり推進課

62-3524
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16
私立学校価格高騰対策支援事

業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受け、利用者への価格転嫁が極めて困難である、地域における社会機能の一

翼を担っている私立中学・高等学校に対し、電気代の価格高騰分を支援す

る。

372,000              372,000              R5.12.21 R6.3.19

交付金の支援により、地域における中等・高等教育の一翼を担っている教育

機関である当該３校へ光熱費の価格高騰分を支援することで、安定的な学校

運営が図られた。

（実績）

● 佐久⾧聖中学校 68,000円

● 佐久⾧聖高等学校 199,000円

● 地球環境高等学校 105,000円

利用者への価格転

嫁：０円
達成

学校教育課

62－3478

17
運輸事業者原油価格高騰対策

緊急支援金事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格高騰に伴い、運輸という社会インフラの機能不全により安定した市

民生活が阻害されることがないよう、市内運輸事業者に対し、緊急支援金を

交付し、原油価格高騰に係る負担軽減を図る。

5,492,000           4,000,000           R6.3.19 R6.10.10

支援金の交付により、市内運輸事業者の原油価格高騰の負担を軽減すること

ができた。

●事業者数 25社

●給付総額 5,492,000円

市内運輸事業者の倒産

件数：０件
達成

商工振興課

62-3265

18
指定管理施設価格高騰対策支

援事業

Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴い、急激な電気代・ガス代・燃料代の高騰の影響を

受けている指定管理施設に対し、電気代・ガス代・燃料代の価格高騰分を支

援する。

50,262,000         50,262,000         R6.3.19 R6.3.29

 電気代・ガス代・燃料代高騰の影響を受け、施設の管理運営に支障をきた

している指定管理者に交付金を交付することにより、利用者サービスの低下

を抑制することができた。

（実績）

● 佐久市子ども未来館、佐久市臼田総合福祉センターあいとぴあ臼田、シ

ルバーランドみつい、佐久市特別養護老人ホームシルバーランドきしの、佐

久市特別養護老人ホーム結いの家、望月デイサービスセンター駒、佐久市望

月総合支援センター、佐久市プラザ佐久、佐久市国民宿舎もちづき荘、佐久

市布施温泉、ほっとぱーく・浅科、佐久市あさしな温泉穂の香乃湯、佐久市

温水利用型健康運動施設、ヘルシーテラス佐久南、佐久市コスモホール、佐

久市鎌倉彫記念館、佐久市交流文化館浅科、佐久市佐久平交流センター、佐

久市社会体育施設37施設、駒場公園

市内各施設の指定管理

者の倒産件数：０件
達成

企画課

62-3067

19 飼料価格高騰等緊急支援事業
Ⅰ．物価高から国民生活を守

る

原油価格・物価高騰に伴う配合飼料価格の高止まりによる生産者の実負担額

増加を抑制するため、国の配合飼料高騰特別対策事業による価格補填とは別

に定率補助を行い、畜産農家の負担軽減を図る。また、飼料価格高騰を踏ま

え、国が実施する養殖用配合飼料価格安定対策事業による補助金に併せ、農

家負担分に対し市が補助を行い、養殖業者の負担軽減を図る。

5,699,000           1,700,000           R5.12.21 R7.3.31

 本事業で配合飼料価格高騰分の一部を補助することにより、畜産農家及び

水産養殖業者の経営を支援することができた。

（畜産農家 実績）

● 申請件数 22件

● 補助額  5,466,000円

（水産養殖業者）

● 申請件数 4件

● 補助額    233,000円

● 総補助額 5,699,000円

市内畜産経営農家等、

養殖業者の倒産件数：

０件

達成
農政課

62-3203


